
5.3 近畿・中国・四国地方の繰り返し相似地震 

 

長谷川嘉臣・森田裕貴・廣田伸之・小原久典・山崎智紀（大阪管区気象台地震火山課） 

所属は平成24年度当時 

  

5.3.1 はじめに 
 同じ場所が繰り返し破壊されることで発生する同程度の規模の地震のうち、同一観測点での観測波形が相似な地震

を繰り返し相似地震といい、釜石沖（e.g., Matsuzawa et al., 2002）や宮古島近海(溜渕・他, 2010)など日本各地

で検出されている。繰り返し相似地震の発生状況を調査することで、以下のようなことに貢献できる可能性がある。 

・繰り返し相似地震のうち被害をもたらす可能性のある地震の分布や地域的特徴の把握 

・プレート境界の固着状態やプレートの移動速度変化、他の巨大地震への影響の把握 

・検出した繰り返し相似地震のデータを用いた統計学的地震発生予測 

我々は、近畿・中国・四国地方における繰り返し相似地震の発生状況について調査を行った。本節では、その調査

結果について報告する。 

 

5.3.2 調査方法 
 1923年８月～2012年１月に近畿・中国・四国地方及びその周辺で発生したＭ3.0以上の地震に対し、鎌谷・勝間田

（2010, 2011）及び鎌谷・他（2011）の手法を、内陸地殻内地震以外の地震ではフィリピン海プレートの沈み込み速

度（Wei and Seno, 1998、Miyazaki and Heki, 2001）を考慮するように改変したものを適用して、繰り返し相似地震

候補となる地震グループの抽出を試みた。 

まず、緯度経度の差2分以内、深さの差10km以内、マグニチュードの差0.5以内の空間的に近接した地震グループ

を抽出した後、グループ内で時間的に隣り合う 3 つのイベントを順次取り出し、それらのマグニチュードの平均 Mav

と発生間隔の平均Tavを求めた。内陸地殻内地震については、発生時期順に並べて時間的に隣り合う3つのイベントを

順次取り出し、1番目と2番目及び2番目と3番目の地震の発生間隔とTavとの差が1年以内、1番目と2番目及び2

番目と3番目の地震の発生間隔の差が1年以内、1番目と2番目及び3番目の地震のマグニチュードとMavとの差が0.5

以内のものを抽出することにより、時間的規則性を持つ地震グループを抽出した。内陸地殻内地震以外の地震につい

ては、MavとHanks and Kanamori(1979)によるマグニチュードと地震モーメントの関係式、Nadeau and Johnson(1998)

による地震モーメントとすべり量の関係式及び南海トラフにおけるフィリピン海プレートの沈み込み速度（4.9～

6.3cm/年; Wei and Seno, 1998、6.2～6.9cm/年; Miyazaki and Heki, 2001）から、マグニチュードMavの地震の発生

間隔の最小推定値Tminと最大推定値Tmaxを求め、1番目 と2番目及び2番目と3番目の地震の発生間隔がTmin-t1～Tmax+t2

の範囲にあり、かつTavとの差が1年以内、1番目と2番目及び3番目の地震のマグニチュードとMavとの差が0.5以

内のものを抽出することにより、時間的規則性を持つ地震グループを抽出した。ここで、t1及びt2はプレートの沈み

込み速度の揺らぎを補正する係数である。なお、群発地震や余震を除くため、地震発生間隔が半年以内のものは除い

た。抽出された地震は、気象庁一元化震源に基づいて震央分布と地震活動経過を確認し、繰り返し相似地震である可

能性があると判断できたものを繰り返し相似地震の候補とした。最後に、繰り返し相似地震の候補の速度波形を用い

てコヒーレンス（波形の類似度）を溜渕・他（2011）に従って計算し、0.9 以上となるものを繰り返し相似地震とす

ることとした。以上の流れをフローチャートにしたものを図5.3.1に示す。 

 

気象研究所技術報告 第 72 号 2014 

－ 108 －



 

 

抽出条件:
Tav=(Ti+ Ti+1)/2,
Mav=(Mi+ Mi+1+ Mi+2)/3
logMo≃1.5 Mav +16.1

(Hanks and Kanamori, 1979)
logd=－ 2.36+0.17logMo

(Nadeau and Johnson, 1998)
vmin=4.9cm/年

(Wei and Seno, 1998)
vmax=6.9cm/年

(Miyazaki and Heki, 2001)
Tmin=d/vmax, Tmax=d/vmin
Tmin－t1≦ Tj≦ Tmax＋t2
|Tj－Tav |≦1年
|Mk－Mav |≦0.5年
i=1,2,… j=i,i+1 k=i,i+1,i+2
t1=0.0, t2=3.0

空間的に近接している
地震グループを抽出
抽出条件:
Δφ≦2.0′, Δλ≦2.0′, 
ΔD≦10.0km, ΔM≦0.5

地震グループは内陸
地殻内地震か？

地震グループに対して時間的規則性をもつ地震グループを抽出

内陸地殻内地震 内陸地殻内地震以外

M

時間

Ti Ti+1

Mi
Mi+1 Mi+2

抽出条件:
Tav=(Ti+ Ti+1)/2,
Mav=(Mi+ Mi+1+ Mi+2)/3
|Ti－Ti+1 |≦1年
|Tj－Tav |≦1年
|Mk－Mav |≦0.5
i=1,2,… j=i,i+1 k=i,i+1,i+2

余震および群発地震の除去

繰り返し相似地震の候補を
選定

繰り返し相似地震の候補に
ついてコヒーレンスを計算

1観測点以上のどれか1成
分以上でコヒーレンスが0.9 
以上となった地震の組を繰

り返し相似地震とする

図5.3.1 調査方法のフローチャート。ここでφは経度、λは緯度、Dは震源深さ、Moは地震モーメント、Mはマグニ

チュード、Tは地震の発生間隔、dはすべり量、νはすべり速度を表す。 

 

5.3.3 調査結果 

繰り返し相似地震候補として16個の地震グループが抽出された。これらは全てM5.0未満の地震であった。 

 

5.3.3.1 和歌山県から四国沖にかけての地震活動 

 和歌山県から四国沖にかけての地震活動については、図5.3.2に示す５つの地震グループ（グループa～e）が繰り返

し相似地震候補として抽出された。各地震グループの地震活動経過図を図5.3.3～図5.3.7に示す。各地震グループに

ついて、同一観測点の地震波形のコヒーレンス計算を試みた。グループa, c, eについては、観測点の移設などにより

比較可能な地震波形データが不十分であったため、同一観測点の地震波形のコヒーレンス計算を行うことが出来なか

った。グループb, dについては複数の観測点で地震波形のコヒーレンス計算を行ったが、いずれも0.9を下回っており、

地震波形の相似性は見られなかった（もっともコヒーレンスが高かった例を図5.3.8及び図5.3.9に示す）。以上のこと

から、少なくともグループb, dは、繰り返し相似地震ではなかったと考えられる。 
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図5.3.2 和歌山県から四国沖で繰り返し相似地震候補として抽出された地震グループ（震央分布図）。 

 

 

図5.3.3 図5.3.2中のグループaの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.4 図5.3.2中のグループbの地震活動経過図（M-T図）。 
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図5.3.5 図5.3.2中のグループcの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.6 図5.3.2中のグループdの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.7 図5.3.2中のグループeの地震活動経過図（M-T図）。 
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図5.3.8 図5.3.2中のグループbの地震波形比較の一例。初動方向やＳ波の様相が異なってお 

り、波形の相似性は見られなかった。コヒーレンスは0.87であった。 

 

 

図5.3.9 図5.3.2中のグループdの地震波形比較の一例。図5.3.8と同様に初動方向とＳ波の様相が異 

なっており、波形の相似性は見られなかった。コヒーレンスは0.74であった。 

 

5.3.3.2 伊予灘から豊後水道にかけての地震活動 

伊予灘から豊後水道にかけての地震活動については、図5.3.10 に示す６つの地震グループ（グループ f～k）が繰

り返し相似地震候補として抽出された。各地震グループの地震活動経過図を図 5.3.11～図 5.3.16 に示す。各地震グ

ループについて、同一観測点の地震波形のコヒーレンス計算を試みたが、観測点の移設などにより比較可能な地震波

形データが不十分であったため、同一観測点の地震波形のコヒーレンス計算を行うことが出来なかった。 
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図5.3.10 伊予灘から豊後水道で繰り返し相似地震候補として抽出された地震グループ（震央分布図）。 

 

 

図5.3.11 図5.3.10中のグループfの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.12 図5.3.10中のグループgの地震活動経過図（M-T図）。 
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図5.3.13 図5.3.10中のグループhの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.14 図5.3.10中のグループiの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.15 図5.3.10中のグループjの地震活動経過図（M-T図）。 
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図5.3.16 図5.3.10中のグループkの地震活動経過図（M-T図）。 

 

5.3.3.3 滋賀県から大阪府にかけての地震活動 

 滋賀県から大阪府にかけての地震活動については、図5.3.17に示す４つの地震グループ（グループl～o）が繰り返

し相似地震候補として抽出された。各地震グループの地震活動経過図を図5.3.18～図5.3.21に示す。各地震グループ

について、同一観測点の地震波形のコヒーレンス計算を試みた。グループl, n, oについては、観測点の移設などによ

り比較可能な地震波形データが不十分であったため、同一観測点の地震波形のコヒーレンス計算を行うことが出来な

かった。グループmについては複数の観測点で地震波形のコヒーレンス計算を行ったが、いずれも0.9を下回っており、

地震波形の相似性は見られなかった（もっともコヒーレンスが高かった例を図5.3.22に示す）。以上のことから、少な

くともグループmは、繰り返し相似地震ではなかったと考えられる。 

 

 

図5.3.17 滋賀県から大阪府で繰り返し相似地震候補として抽出された地震グループ（震央分布図）。 
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図5.3.18 図5.3.17中のグループlの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.19 図5.3.17中のグループmの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.20 図5.3.17中のグループnの地震活動経過図（M-T図）。 
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図5.3.21 図5.3.17中のグループoの地震活動経過図（M-T図）。 

 

 

図5.3.22 図5.3.17中のグループmの地震波形比較の一例。初動方向とＳ波の様相が異なってお 

り、波形の相似性は見られなかった。コヒーレンスは0.82であった。 

 

5.3.3.4 広島県北部の地震活動 

広島県北部の地震活動については、図5.3.23に示す１つの地震グループ（グループp）が繰り返し相似地震候補と

して抽出された。各地震グループの地震活動経過図を図5.3.24に示す。この地震グループについて、同一観測点の地

震波形のコヒーレンス計算を試みたが、観測点の移設などにより比較可能な地震波形データが不十分であったため、

同一観測点の地震波形のコヒーレンス計算を行うことが出来なかった。 
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図5.3.23 広島県北部で繰り返し相似地震候補として抽出された地震グループ（震央分布図）。 

 

 

図5.3.24 図5.3.23中のグループpの地震活動経過図（M-T図）。 

 

5.3.3.5 マイクロフィルム記録の検証 

 5.3.3.1～5.3.3.4において、波形の相似性の検証にはコヒーレンスを計算できるデジタル記録を用いた。デジタル

記録は最近のごく限られた期間しか現存していないため、過去の観測波形に遡って調査するためには、マイクロフィ

ルム記録を確認する必要がある。今回抽出した16個の地震グループについて、マイクロフィルム記録の確認を試みた

ところ、ほとんどのマイクロフィルム記録は判読が不可能であったり、または現存しなかったりした。図5.3.25には

今回抽出した地震グループのうち、グループbに属する地震のマイクロフィルム記録の一例を示す。NS成分の02:41

のタイムスタンプ付近にわずかに波形らしいものが見えるが、ほとんど読めないことが分かる。 
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図5.3.25 図5.3.2中のグループbに属する地震（1994/10/24 02:40 M3.3）の和歌山観測点におけるマイクロフィ

ルム記録（水平動成分）。地震記録は赤丸にて示す。 

 

5.3.4 まとめ 

1923年８月～2012年１月に近畿・中国・四国地方及びその周辺で発生したＭ3.0以上の地震に対して、繰り返し相

似地震候補となる地震グループを抽出し、その観測波形の相似性を検証することで、繰り返し相似地震の発生状況を

調査した。その結果、繰り返し相似地震候補として16個の地震グループが抽出されたが、これらのグループに属する

全ての地震が M5.0未満であり、13 個の地震グループでは観測波形の相似性を検証できなかった。残り３つの地震グ

ループでは、波形の相似性は見られなかった。また、マイクロフィルム記録はほとんどが判読できないか、現存しな

かった。したがって、今回の調査では近畿・中国・四国地方において繰り返し相似地震を見出すことはできなかった。 
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